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要　　　 求 　　　書
　貴省の地方自治の発展と地域住民の生活向上へのご尽力に心より敬意を表します。
　さて、自治体の地域公共サービス現場で働く私たち現業労働者は、日々よりよい公共サービスを実現すべく、自覚と誇りを持って努力しています。にもかかわらず、政府からは不適切な手法による民間との給与の比較・公表などにより、不当に賃金・労働条件が引き下げの圧力がかけられています。さらに貴省が設置された「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会」では、労働側委員も不在である上に速やかな議論経過の公表がされないまま地方自治体職場の現状から遊離した議論が進められ、先日公表された「中間とりまとめ」には労使自治に対する不当な介入が危惧される内容が盛り込まれています。これは、地域の公共サービスの充実に向け働いているわれわれ現業労働者としては、到底容認できないものです。

現在、自治体現場では、遮二無二民間委託を推進する政府の方針により、公共サービスへの責任をあいまいにしたまま、現業部門が急速に縮小されています。その結果、住民サービスの低下が生じ、人命に関わる事故も発生するなど、深刻な状況となっています。

社会にとって欠かすことのできない、質の高い公共サービスを守るためにも、以下のとおり要求いたします。
記

１．現業職員の賃金・勤務労働条件は労使による交渉と合意により決定されるものであることから、各自治体に対しては、労使間の十分な交渉・協議を行いその決定事項を尊重するよう通知等で周知をおこなうこと。
２．「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会」の「中間とりまとめ」には労使自治に対する不当な介入が危惧される内容が盛り込まれているが、労使の交渉方法については、労使自治を尊重して一切介入する意図がないことを明確にし、その旨自治体に周知すること。
３．総務省は「賃金センサス」による単純な比較は適切でないというこれまでの認識を堅持し、政府部内における議論や各自治体への助言にあたっては、この認識を明確にすること。
4．現業職員は、公務労働者として質の高い公共サービスを提供すべく、全国の地域・職場で自覚と誇りを持って日々、努力している。こうした職場と職員に対しコストのみの比較で民間委託を行うことは、公共サービスの水準の低下につながるため、自治体への技術的助言にあたっては、自治体として公共サービス提供の責任を果たす必要があることを明確にすること。

以　　上

